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全国自治体議会議長 各位 

 

拝啓 時下ますますご清祥のことお慶び申し上げます。 

 自治体議会改革フォーラムは、自治体議会を、合議を通して多様な市民の声を自治体の意思として形

成する場とするための議会改革を呼びかけている団体です。 

 2007年１月から年に一度、全国の自治体の議会運営の現状を把握するとともに、先行改革事例につい

ての情報を収集するための全国自治体議会への悉皆調査「全国自治体議会の運営に関する実態調査」を

実施してきました（これまでの調査結果の概要等は、ホームページ等からもご覧いただけます）。 

 11回目の調査「全国自治体議会の運営に関する実態調査 2017」は、法政大学ボアソナード記念現代法

研究所自治体議会プロジェクトと共同で実施いたします。（調査実施に当たっては日本学術振興会・科学研

究費補助金：課題番号 26285033「日本の基礎自治体における議会改革の固有性と普遍性の解明」の助成を受

けております。） 

 議会改革が広がる中、全国に 1800弱存在する自治体議会の多様な取り組みを把握し、その経験を広く

共有することが調査の目的です。調査結果はホームページや印刷物等で公表する予定です。 

 つきましては、ご多忙の折、大変恐縮ではございますが、同封の調査票における設問について、別紙

回答用紙にご回答いただき、 ウェブサイト・入力フォームか

ら、または、ファクシミリにてご送付いただけますようお願い申し上げる次第です。 

 一歩でも前に議会改革を進めたいという趣旨をご理解いただき、ご協力をよろしくお願いいたします。 

敬具 

自治体議会改革フォーラム 呼びかけ人代表  

法政大学ボアソナード記念現代法研究所自治体議会プロジェクト 

廣瀬克哉（法政大学法学部教授） 

（お問合せ・ご連絡先） 

法政大学 ボアソナード記念 現代法研究所（担当：亀井） 

      〒102-8160 東京都千代田区富士見 2-17-1 

       法政大学ボアソナード・タワー22階 

       TEL 03-3264-9380  FAX 03-3264-9378 

 

◎概要につきましては、調査要綱（本紙裏面）をご確認ください。 

◎同封内容は本紙 1枚、調査票 1部（16頁）、回答用紙 1枚です。 

◎お手数ですが、ご不明な点や同封不足等ございましたら、事務局までご一報ください。 

 

 

 

 



 

 １．調査の目的  全国自治体議会の運営に関する現状の把握 

 ２．調査の対象  全自治体議会（1,788団体／2017年１月１日現在） 

         （47都道府県、20政令市、23区、770市、745町、183村） 

 ３．調査の方法  全自治体議会議長宛の送付 

 ４．調査実施期間 2017年２月 

 ５．回答の締切  2017年２月 16日（木）16時（必着） 

 ６．回答の方法 

 （１）ウェブサイト・入力フォームからの送信 

 自治体議会改革フォーラムホームページ（ http://www.gikai-kaikaku.net/ ）に、今調査（2017調

査）のコーナーを設け、その中の入力フォームからもご回答・ご送信可能です。下記、ユーザＩＤと

パスワードをご利用いただき、ウェブサイト・入力フォームからの（電子データでの）ご回答へのご

協力をお願いいたします。 ※詳細等は、同ウェブサイトをご覧ください。 

 （２）調査回答用紙への記入・ＦＡＸ送信 

 調査票設問についての回答を、別紙「回答用紙」にご記入いただきＦＡＸにてご返送ください。 

貴自治体議会名とご担当者をご確認の上、回答用紙１枚のみをお送りいただくだけで、けっこうです

（送付状等は不要です※自治体名のご記載をご確認ください）。 

  ※D-fax社のサービスを利用しています。通信に要する費用は貴自治体にてご負担ください。 

  ※送付できない場合は、現代法研究所 ＦＡＸ 03-3264-9378 までお送りください。 

 

 ７．結果の公表  自治体議会改革フォーラムホームページ、ほか印刷物など 

 ８．調査実施主体 法政大学ボアソナード記念現代法研究所自治体議会プロジェクト 

          自治体議会改革フォーラム（呼びかけ人代表 廣瀬克哉） 

 ９．本調査問合先 法政大学 ボアソナード記念 現代法研究所（担当：亀井） 

          TEL 03-3264-9380  FAX 03-3264-9378 

          または、 

          info@gikai-kaikaku.net（自治体議会改革フォーラム Emailアドレス）まで。 

   ※お電話でのお問い合わせにつきましては、2月 1日から 2月 16日までの間、 

    火曜日・水曜日・木曜日の 13時から 16時 30分までの各曜日・時間帯で対応可能です。 

 

   ※調査や設問等に関するお問合せや補足説明等も、随時、ホームページに掲載していきます。 

                          以上、何卒、よろしくお願いいたします。 


